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右
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協
同
組
合
に
よ
る
金
融
事
業
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
に
よ
り
信
用
協
同
組
合
の
認
可
権
が
、
地
方
行
政
庁
に
移
行
さ

れ
、
昭
和
二
十
六
年
六
月
十
五
日
公
布
以
来
、
全
国
各
地
に
都
道
府
県
知
事
の
認
可
で
設
立
さ
れ
た
信
用
協
同
組
合
は
七
十

を
数
え
る
に
至
つ
た
が
、
福
井
県
に
お
い
て
は
、
昭
和
二
十
六
年
九
月
一
日
付
に
て
福
井
県
商
工
信
用
組
合
の
設
立
認
可
申

請
書
が
提
出
さ
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
今
日
ま
で
認
可
さ
れ
ず
八
箇
月
間
も
中
小
商
工
業
者
の
自
主
的
努
力
を
無
視

し
て
放
置
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
法
律
第
二
條
第
三
項
の
規
定
に
よ
れ
ば
「
行
政
庁
は
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
可
の
申
請

が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
定
款
、
事
業
の
方
法
又
は
事
業
の
計
画
が
法
令
の
規
定
に
違
反
し
、
又
は
政
令
の
定
め
る
基

準
に
適
合
し
な
い
と
き
を
除
い
て
、
認
可
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
」
と
あ
り
、
且
つ
、
確
聞
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
と
、
福

井
信
用
金
庫
理
事
長
靑
木
憲
三
氏
と
小
幡
治
和
知
事
と
の
個
人
関
係
に
お
い
て
故
意
に
な
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
の
こ
と
で

あ
る
が
、
か
か
る
場
合
、
本
法
の
最
終
監
督
者
で
あ
る
政
府
は
、
地
方
行
政
庁
に
い
か
な
る
措
置
を
取
る
考
え
が
あ
る
か
、

所
信
を
質
し
た
い
。 

福
井
県
商
工
信
用
協
同
組
合
認
可
遅
延
に
関
す
る
質
問
主
意
書 
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県
の
指
導
に
よ
り
四
つ
の
出
願
者
が
一
つ
に
ま
と
ま
り(

昭
和
二
十
七
年
二
月
末)

申
請
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
言
を
左

右
に
し
て
認
可
し
な
い
の
は
き
わ
め
て
不
明
朗
な
不
信
行
為
で
あ
り
、
且
つ
、
本
法
の
精
神
を
ふ
み
に
じ
る
も
の
で
あ
る
。 

よ
つ
て
詳
細
を
調
査
の
上
、
真
相
を
明
ら
か
に
願
い
た
い
。 

右
質
問
す
る
。 


